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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

527

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

年度

年度

100％

将来目標値

会議出席者数／社会教育審議会委員定数（１２名）

審議会を開催・運営する

平成23年度計画

そのための
手段
（手法）

多様な社会教育施策を検討、提案する

項　　目

５件 ５件議題の数 ５件

95％

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

市長マニフェストの執行状況

社会教育審議会 定数１５人、実施回数４回 定数１５人、実施回数４回

平成21年度実績 平成22年度実績

－

市及び社会教育団体

定数１５人、実施回数４回

２４年度

会議出席率

84％ 90％
会議出席率

基本目標、施策に対する貢献度 ３点　施策の達成に非常に効果があった

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等
事業開始年度
事業期間

蒲郡市社会教育審議会規則 昭和３４年

社会教育審議会等設置事業

対象(受益者)
（誰・何を）

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり

市長マニフェスト

目的
（何のために）

豊かな心と創造性を育むまちづくり

目標
（目指す成果）

生涯学習

－
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

1.10人
次長
課長級

0.10人 補佐級 0.30人 係長級 一般職 非常勤 再任用 0.70人

Ｈ22
人工計

0.55人
次長
課長級

0.05人 補佐級 0.10人 係長級 一般職 非常勤 再任用 0.40人

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

社会教育法に基づき、社会教育全般を審議する会として必要である。平成２１年度、２２年度の
２年間をかけて社会教育審議会として意見具申書を作成し、平成２３年度８月に市教育委員会に
提出した。

社会教育審議会の現会長は、社会教育全般（学校教育を除くすべて）を射程に入れ、委員全員で
取り組む体制づくりをつくった。委員報酬は出席回数で支出しているが、現委員の皆さんは報酬
以上の仕事をしてくれていると思う。

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

財源
内訳

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

平成21年度、22年度の２年間をかけて、生涯学習推進計画の見直し、平成２３年８月に
本市の生涯学習の在り方を具申書にまとめ、市教育委員会に提出した。

総合評価 Ａ 現在の事業の進め方で十分効果があがっている

目標達成に
向けた課題、
問題点

特になし

現会長が社会教育委員一人ひとりに問題意識をもってもらうような体制を作ったから。

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

6,074 3,012

人件費
を含む
事業費

357 514 538

5,717 2,498

6,074 3,012
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

528

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け 子育て支援と人づくりのまちづくり

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

１講座当たりの
平均参加者数

参加者／講座数

参加率 参加者／定員×１００

年度

参加率
90％

81％ 85％ 年度

１講座当たりの
平均参加者数

15人

16.8人 8.7人 年度

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

公民館における講座等を開設する

将来目標値

講座数 ９１講座 ８３講座 ８５講座

延べ参加者数 ５，０５３人 ４，７０３人 ４，８００人

－

目的
（何のために）

市民の教養の向上、健康の増進を図る

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

誰でも、いつでも、どこでも、何でも学習できる環境を提供する

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

生涯学習の機会を求める市民

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり 生涯学習

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 社会教育法第22条
事業開始年度
事業期間

昭和２９年

公民館講座開設事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.80人
次長
課長級

補佐級 係長級 一般職 非常勤 0.80人 再任用

Ｈ22
人工計

0.80人
次長
課長級

補佐級 係長級 一般職 非常勤 0.80人 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

毎回、社会教育指導員が参加するが、その必要性もないように思われる。

目標達成に
向けた課題、
問題点

公民館独自に講師を「発掘する」必要があるが、これにかける予算が少ないように思わ
れる。

必要性 Ｄ　市が実施しなくてもよい（民間で実施）

公民館の指定管理者制度も２期目に入り、公民館独自で企画、運営することができるようになっ
たから。

効率性 Ａ　投入された予算、人工に十分見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

平成２３年度から事業費を各公民館の指定管理料及び運営委託料に含め、自主的に行う
こととした。

講師謝礼も一律５千円にし、文化スポーツ課の社会教育指導員２名も会場に赴くだけになってき
たから。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

財源
内訳

2,089 2,112

2,089 2,112

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

224 227 指定管理料に含めた

1,865 1,885
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

529

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

参加率 参加者／講座定員×１００

出席率 延べ受講者数／講座の定員×回数×１００

年度

出席率
40％

30％ 14％ 年度

95％ 60％ 年度
参加率

80％

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

市民会館、学校、公民館等で講座を開設すること

将来目標値

講座数 5講座 4講座 3講座

参加者 286人 102人 －

－

目的
（何のために）

市民の向学心を促進する

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

誰でも、いつでも、どこでも、何でも学習できる環境を提供する

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

生涯学習の機会を求める市民

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり 生涯学習

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ―
事業開始年度
事業期間

平成７年度～

生涯学習市民大学事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.80人
次長
課長級

補佐級 0.20人 係長級 0.60人 一般職 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.40人
次長
課長級

補佐級 0.10人 係長級 0.30人 一般職 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

生涯学習の重要性は今後も高まると思うが、受講したい人たちの広範な需要と要求に応えるに
は、小回りのきく民間機関が実施していく方が良いと思う。

目標達成に
向けた課題、
問題点

文化に親しみ、教養を身につけるにはもっと潤沢な予算が必要だと思う。今の日本全体
の雰囲気、市の現状は経済的に許さないものがある。

必要性 Ｄ　市が実施しなくてもよい（民間で実施）

生涯学習の重要性は今後も高まると思うが、受講したい人たちの広範な需要と要求に応えるに
は、小回りのきく民間機関が実施していく方が良いと思う。

効率性 Ｃ　投入された予算、人工に対して見合った成果があまりない

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

順次、縮小し、民間機関に任せていく。

担当者は時流に沿い、流行を反映する講座をつねに考えているが、行政（市など）の開催する講
座は、すでに「飽き」られている感がないでもない。最近の受講生減少の理由はそこにあると思
う。

総合評価 Ｃ 事業の計画、内容及び規模等の改善、縮小の検討が必要である

財源
内訳

6,729 3,362

6,729 3,362

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

107 121 122

6,622 3,241
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

530

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (協働のまちづくり)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

年度

参加率 参加者／定員×１００

年度

１講座あたりの
参加者数

参加者数／講座数

22％ 年度
１講座あたり
の参加者数

20％

143％ 89％

50％

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度 将来目標値

参加率
100％

塩津中学校 親子でおいしいｹｰｷを作ろう 親子参加で料理教室 親子でつくる定番スイーツ

三谷中学校 篠笛作り教室 街の先生の料理教室 篠笛をつくろう

学校、公民館等で講座を開設すること

中部中学校 みかん染め教室 こけ玉つくり 男がつくる晩御飯

形原小学校 おふくろの味に挑戦 親子参加でクレイアート 親子で楽しく甘味づくり

－

目的
（何のために）

市民の体験学習意欲を促進する

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

誰でも、いつでも、どこでも、何でも学習できる環境を提供する

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

学習の機会を求める市民

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり 生涯学習

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ―
事業開始年度
事業期間

平成７年度～

生涯学習のまちづくり推進事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.40人
次長
課長級

補佐級 0.10人 係長級 0.30人 一般職 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.40人
次長
課長級

補佐級 0.10人 係長級 0.30人 一般職 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

目標達成に
向けた課題、
問題点

なし

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

なし

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

児童生徒の通う学校の特別教室を借りて開催する講座だから。

効率性 Ａ　投入された予算、人工に十分見合った成果をあげている

学校の理解や講師の協力があるので、開催・実施が容易で、しかも受講生も集まりやすいから。

講師への謝礼や打ち合わせ、開催日の設定などスムーズにできているから。

総合評価 Ａ 現在の事業の進め方で十分効果があがっている

財源
内訳

3,471 3,401

人件費
を含む
事業費

160 160 160

3,311 3,241

3,471 3,401

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

531

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

会議開催数 市Ｐ連の会議は役員会のほかに総会、研究発表会など。市民憲章は役員会、総会のみ。

会議出席率 会議出席者／その会議に出席すべき人数

年度

会議出席率
85％

80％ 78％ 年度

6回 6回 年度
会議開催数

6回

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

補助金を交付する

将来目標値

会議開催数 ６回 ６回 ６回

会議出席者数 235人 220人 ―

－

目的
（何のために）

社会教育団体を育成する

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

団体の活動を活性化し、さらに活動を推進する

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

市Ｐ連、市民憲章推進協議会に参加する人

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり 生涯学習

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ―
事業開始年度
事業期間

市Ｐ連（昭和２９年～）　蒲郡市民
憲章推進協議会（昭和４７年～）

社会教育団体育成事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.50人
次長
課長級

0.10人 補佐級 0.20人 係長級 一般職 0.20人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.35人
次長
課長級

0.05人 補佐級 0.10人 係長級 0.10人 一般職 0.10人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

学校教育課内にある青少年センター（教員ＯＢ）か文化スポーツ課の社会教育指導員（教員Ｏ
Ｂ）が事務局をやった方が良いと思う。

目標達成に
向けた課題、
問題点

市Ｐ連の仕事は教員ＯＢがやる方が良い。

必要性 Ｂ　改善を加え市が実施するのが望ましい

市Ｐ連の仕事は各小中学校の教頭、校長に係る内容が多く、学校と密接な関係があるので、学校
教育課が事務局をやる方が良いと思う。

効率性 Ａ　投入された予算、人工に十分見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

蒲郡市教育委員会事務局処理規則の見直し

市Ｐ連の仕事はすでに完成しているように思うが、市民憲章推進協議会の仕事は予算次第にさら
に充実可能であると思う。現段階では両方ともに事業費に見合った仕事内容であると考える。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

財源
内訳

4,262 3,028

4,262 3,028

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

350 350 450

3,912 2,678
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

532

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

短歌投稿数 全国からの投稿受付数

当日参加者数 短歌大会入場者数

年度

当日参加者数
400人

318人 300人 年度

604首 590首 年度
短歌投稿数

650首

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

俊成の里短歌大会を開催する

将来目標値

短歌投稿数 ６０４首 ５９０首 ６５０首

当日参加者数 ３１８人 ３００人 ４００人

－

目的
（何のために）

短歌の創作を通してのまちづくり

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

蒲郡市の礎を築いた藤原俊成を顕彰し、短歌を通して豊かな心を育む

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

短詩系文学を愛好する全国各地の人たち

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり 生涯学習

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ―
事業開始年度
事業期間

昭和60年～

俊成の里短歌大会開催事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.50人
次長
課長級

0.10人 補佐級 係長級 一般職 0.40人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.45人
次長
課長級

0.05人 補佐級 係長級 0.40人 一般職 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

文化協会短歌部門の人たちがさらに積極的に事業に加わることが望ましい。

目標達成に
向けた課題、
問題点

投稿者が激減しており、それに伴う投稿料の減少で大会の運営が困難になってきてい
る。投稿者を増やすための諸手数料（関連雑誌等へのＰＲ費等）の負担も一因になって
いる。

必要性 Ｂ　改善を加え市が実施するのが望ましい

文化協会短歌部門の人たちが、さらに積極的に事業に加わることが望ましいが、全国的に知れ
渡った大会なので、継続して市が実施するのが適当である。

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

全体的な経費の見直し等、大会運営の在り方、進め方を精査する。

投稿数が、近年、伸びないので投稿料で賄っている財源不足が心配である。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

財源
内訳

3,694 4,133

3,694 4,133

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

530 530 530

3,164 3,603
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

533

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

正会員の割合 正会員数／蒲郡市の人口×１００

催事への平均参加率催事参加者数／会員数×１００

年度

催事への平均
参加率

3％

1.49％ 1.77％ 年度

3.17％ 3 年度
正会員の割合

5％

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

事業費 2,300,000円 3,800,000円 2,300,000円

文化協会に補助金を支給することよる

将来目標値

会議及び研修会
の開催回数

53回 46回 45回

催事参加者数 3,819人 4,438人 4,500人

－

目的
（何のために）

春の文協まつり、秋の市民文化祭をさらに盛んにする

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

多様な文化振興施策を実施、提案する

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

市民

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり 文化

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ―
事業開始年度
事業期間

昭和45年～

文化振興事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.60人
次長
課長級

0.10人 補佐級 0.10人 係長級 一般職 非常勤 再任用 0.40人

Ｈ22
人工計

0.25人
次長
課長級

0.05人 補佐級 0.10人 係長級 一般職 非常勤 再任用 0.10人

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

文化都市を目指すなら文化団体（文化協会等）に相応の補助金を支出し、自由な活動をさせるべ
きだと思う。それと同時に、団体の自助努力（会費の値上げ等）をもっと促す必要もある。

目標達成に
向けた課題、
問題点

総合評価で書いた理由と同じ。

必要性 Ｄ　市が実施しなくてもよい（民間で実施）

文化事業は補助金さえ支出すれば、文化団体（この事業の場合文化協会）が自立的にやっていけ
る力を持っていると思う。

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

文化協会独自の自主興行・公演をやっても良い時期に来ていると思う。

平成２０年度から市民会館内に文化協会事務局専用の部屋を設けたので、生涯学習課（現：文化
スポーツ課）職員の負担が減っている。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

財源
内訳

5,328 5,448

5,328 5,448

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

2,300 3,800 2,300

3,028 1,648
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

534

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

子ども会への参加率 子ども会会員数／その年度の全児童数×１００

年度

年度

88％ 88％ 年度
子ども会への
参加率

90％

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

補助金を交付する

将来目標値

単位子ども会数 85会 82会 82会

子ども会会員数 4,023人 3,931人 3,950人

－

目的
（何のために）

子どもたちの豊かな心を育む

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

子ども会の運営を補助する

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

市子連

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり 生涯学習

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ―
事業開始年度
事業期間

子ども会育成事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.90人
次長
課長級

補佐級 係長級 一般職 0.90人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.90人
次長
課長級

補佐級 係長級 一般職 0.90人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

子ども会スポーツ大会、各地区子ども会へ花苗の配布、青空まつりなどを行い、親子の交流だけ
でなく、子ども会同士の交流も活発になり、子どもの健全育成に寄与している。

目標達成に
向けた課題、
問題点

市子連会長のカリスマ性の上に成り立っているところが大であるので、後継者（次期会
長）の育成が課題である。

必要性 Ｂ　改善を加え市が実施するのが望ましい

健全な子どもの育成に寄与しているから。

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

現会長が辞職した場合、市子連の存続が危ぶまれることも考えられ、各地区の子ども会
活動にも影響する。今より、市が主導権を強めることと各地区の子ども会の自主的な運
営も考えながら、やっていくようにしたい。

常任理事会、総務委員会など役員会を開催し、事業計画を立て、より良い組織運営をめざしてい
る。

総合評価 Ａ 現在の事業の進め方で十分効果があがっている

財源
内訳

6,119 5,978

6,119 5,978

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

1,200 1,200 1,200

4,919 4,778
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

535

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

参加者率 出席者／対象者×１００

１人当たりの
必要経費

事業費／出席者

年度

１人当たりの
必要経費

990円

982円 995円 年度

84.4％ 84.7％ 年度
参加者率

90.0％

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

市主催の成人式を新成人の代表が実施、運営する

将来目標値

成人式対象者 921人 913人 860人

出席者 777人 773人 689人

－

目的
（何のために）

将来の蒲郡市を担う人づくり

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

ふるさと蒲郡を意識し、新成人としての自覚を促す

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

２０歳になる蒲郡市民

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり 生涯学習

基本目標、施策に対する貢献度 ３点　施策の達成に非常に効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ―
事業開始年度
事業期間

昭和２９年～

成人式実行事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.60人
次長
課長級

0.10人 補佐級 0.10人 係長級 一般職 0.40人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.35人
次長
課長級

0.05人 補佐級 係長級 一般職 0.30人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

成人式の時間（長さ）、内容ともに概ね好評である。

目標達成に
向けた課題、
問題点

なし

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

市民全体で新成人の門出を祝福する事業である。

効率性 Ａ　投入された予算、人工に十分見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

なし

７つの中学校から自薦他薦の実行委員１５～１６名を選出し、実行委員会を組織し、実行委員の
意見を尊重しながらより良い成人式を開催している。

総合評価 Ａ 現在の事業の進め方で十分効果があがっている

財源
内訳

4,847 2,834

4,847 2,834

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

763 769 1,082

4,084 2,065
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

536

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等
事業開始年度
事業期間

昭和５１年～

ボランティア活動推進事業

対象(受益者)
（誰・何を）

市民

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり 生涯学習

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況 －

目的
（何のために）

多様で中身ある社会教育施策を実施する

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

充実した社会教育施策を実施する

そのための
手段
（手法）

GCSL（蒲郡市文化スポーツリーダー制度）登録者を文化・スポーツ活動するグループに
派遣する

将来目標値

登録者数 92人 99人 91人

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

97％ 93％ 年度
GCSL登録者の
増減率

92％

年度

年度

GCSL登録者の増減率 当年度の登録者数／前年度の登録者数×１００
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.30人
次長
課長級

補佐級 係長級 一般職 0.30人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.10人
次長
課長級

補佐級 係長級 一般職 0.10人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

人件費
を含む
事業費

68 80 90

1,640 531

1,708 611

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

ボランティア活動をしている人たちを対象にアンケート調査する。

現在のボランティア人口を考えれば、予算、人工に見合った成果ではあると思う。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

財源
内訳

1,708

ボランティア活動をしている人はもっといると思うので、その実態を正確に把握し、さらにボラ
ンティア活動の充実を図る必要があると思う。

目標達成に
向けた課題、
問題点

ボランティア活動の正確な実態（活動内容、活動時間等々）を把握していない。

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

市の関係するボランティア団体で、愛知県社会福祉協議会の保険に入るため

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

611
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

537

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

集客率 入場者数／予定入場者数×１００

年度

年度

93％ 47％ 年度
集客率

―

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

質の高い芸術を低廉な価格で提供する

将来目標値

公演数 4回 2回 0回

入場者数 4,004人 1,225人 0人

－

目的
（何のために）

市民の文化的向上

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

文化のまち蒲郡をつくる

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

市民及び周辺市町の皆さん

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり 生涯学習

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ―
事業開始年度
事業期間

文化公演事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.60人
次長
課長級

0.10人 補佐級 0.10人 係長級 一般職 0.40人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.55人
次長
課長級

0.05人 補佐級 0.10人 係長級 一般職 0.40人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

平成23年度は、試みに、指定管理者にお願いしている。

目標達成に
向けた課題、
問題点

指定管理者が自力で収益をあげることに行政は協力すべきだと思う。

必要性 Ｄ　市が実施しなくてもよい（民間で実施）

文化都市をめざすなら、本来は行政が潤沢な予算を使って実施すべきである。しかし、国、県、
市の財政状況はそれを許さないものがあるので、民間で実施するよりほかに方法がないだろう。

効率性 Ｃ　投入された予算、人工に対して見合った成果があまりない

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

順次、民間機関に任せていく。

長年、市が主催してきた事業だが、公演団体（音楽、演劇、落語等）との契約金額が高騰したこ
と、お客さんの好みが多様化したことなどにより、事業継続が難しくなってきた。

総合評価 Ｃ 事業の計画、内容及び規模等の改善、縮小の検討が必要である

財源
内訳

6,277 5,936

6,277 5,936

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

2,193 2,448 0

4,084 3,488
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

538

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

教室開設回数 家庭教育学級、女性学級、高齢者教室の開設回数

出席延べ人数 各教室・講座の出席者の延べ人数

年度

出席延べ人数
1,206人

1,300人 1,330人 年度

23回 23回 年度
教室開設回数

21回

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

子育て支援の各種事業を実施する

将来目標値

事業費 247,100円 272,600円 280,177円

－

目的
（何のために）

子育て中の親がもつ悩みを解消する

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

子育てを家庭だけでなく、地域で支える

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

子育て中の親

基本目標 ３．健康で安心して暮らせるまちづくり 生涯学習

基本目標、施策に対する貢献度 ３点　施策の達成に非常に効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ―
事業開始年度
事業期間

家庭教育推進事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

1.30人
次長
課長級

補佐級 0.10人 係長級 一般職 非常勤 1.20人 再任用

Ｈ22
人工計

1.50人
次長
課長級

補佐級 0.30人 係長級 一般職 非常勤 1.20人 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

子育て支援及び家庭教育は、それぞれ子育てネットワーカーと公民館が事業推進している。現在
の進め方で十分効果があがっていると思う。

目標達成に
向けた課題、
問題点

子育て支援ネットワーカーは、毎年１人ずつ愛知県の養成講座を受講していただき参加
してもらっているが、人員の確保がなかなか難しい。公民館の家庭教育推進事業は毎年
１館に１０万円の補助金を出してやってもらっているが、１１公民館すべてに１０万円
ずつの補助金を出して実施すべき事業だと思う。

必要性 Ｂ　改善を加え市が実施するのが望ましい

家庭教育推進に関する講座は公民館で実施しているが、子育て支援に関する部分は文化スポーツ
課が行っている。

効率性 Ａ　投入された予算、人工に十分見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

・県の養成講座の受講料を毎年２人分は予算化すること。
・家庭教育推進事業費１０万円×１１館を予算化すること。

健康推進課と協力して実施する子育て支援ネットワーカーの「親子ふれあい広場」は毎年好評で
ある。家庭教育については各公民館が独自で行っている。

総合評価 Ａ 現在の事業の進め方で十分効果があがっている

財源
内訳

3,965 5,777

3,965 5,777

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

247 273 393

3,718 5,504
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

539

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

事業費の推移

参加者数の推移

年度

参加者数
60人

60人 52人 年度

598,191円 590,000円 年度
事業費

590,000円

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

子どもたちが自ら企画した体験活動を通して

将来目標値

事業費 598,191円 590,000円 590,000円

参加者数 60人 52人 60人

－

目的
（何のために）

子どもたちが人間関係を築く力（人間力）を育成する

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

子どもたちの健全育成を図る

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

世代の異なる子どもたち

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり 生涯学習

基本目標、施策に対する貢献度 ３点　施策の達成に非常に効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ―
事業開始年度
事業期間

平成１９年度

子ども交流事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

1.40人
次長
課長級

0.10人 補佐級 0.40人 係長級 0.20人 一般職 0.70人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

1.05人
次長
課長級

0.05人 補佐級 0.20人 係長級 0.60人 一般職 0.20人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

愛知県青年リーダーと市内の３高校の生徒たちが中心になって企画運営している事業だが、内容
や時間の配分等に問題があるので、もう少し市側が主体になって調整した方が良い。

目標達成に
向けた課題、
問題点

愛知県青年リーダーに市内に住む若者が参加していないところ

必要性 Ｂ　改善を加え市が実施するのが望ましい

異世代の子どもの交流を通して、健全な子どもの育成に寄与しているが、市が主体とならなけれ
ば実施は難しい。

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

現在この事業に協力してくれている高校生ボランティア、特に市内在住の高校生たちが
青年リーダーとして育つように考えていく。

本番までに打ち合わせを何回かやり、準備がたいへんだが、予算・人工に見合った成果だと思う。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

財源
内訳

10,677 8,605

10,677 8,605

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

598 590 590

10,079 8,015
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

540

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

年間稼働率 平均利用日数／開館日数×１００

１日当たりの
入場者数

入場者数／開館日数

年度

１日当たりの
入場者数 611人 639人 年度

55.8％ 59.1％ 年度
年間稼働率

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

年間開館日数 308日 308日 308日

会議・舞台の施設、整備に精通した指定管理者が対応する

将来目標値

平均利用日数 172日 182日 185日

年間入場者数 188,313人 196,912人 200,000人

－

目的
（何のために）

市民の文化活動の拠点となる

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

さまざまな活動をする個人・団体が市民会館のさらなる利用増進を図る

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

市民会館を利用するすべての人

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり 生涯学習

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 市民会館管理条例・規則
事業開始年度
事業期間

昭和４８年

市民会館管理運営事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.70人
次長
課長級

0.10人 補佐級 0.30人 係長級 0.30人 一般職 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.65人
次長
課長級

0.05人 補佐級 0.30人 係長級 0.30人 一般職 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

指定管理者（ピーアンドピー）は平成２２年度で指定管理期間を無事に終了した。昨年度は自主
事業にも力を入れ始めたので、十分効果があがっていると思う。

目標達成に
向けた課題、
問題点

指定管理者がさらに自主事業を展開してくれることだと思う。

必要性 Ｄ　市が実施しなくてもよい（民間で実施）

現行の指定管理者（ピーアンドピー）が上手に管理運営している。

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

140,034

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

指定管理者が自主事業をやる場合は、使用料免除でやれるようにしている。

毎月１回、指定管理者と打ち合わせ会議を開催し、双方からの報告、計画、要望等を出し合い、
予算と人工に見合った管理運営をしているか確認をしている。

総合評価 Ａ 現在の事業の進め方で十分効果があがっている

財源
内訳

131,561

131,561 140,034

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

125,432 134,537 112,877

6,129 5,497
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

541

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

１日当たりの
利用者数

年間利用者数／年間開館日数

1日当たりの
管理運営費

事業費／年間開館日数

年度

1日当たりの
管理運営費 50,720円 49,332円 年度

─

43.5人 46.2人 年度
１日当たりの
利用者数

46人

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

勤労青少年ホームを積極的に利用していただく

将来目標値

登録者数 354人 207人 300人

年間利用者数 16,718人 13,638人 15,000人

－

目的
（何のために）

勤労青少年の健全育成及び福祉の増進

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

勤労青少年の心豊かな生活の充実を図る

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

市内在住・在勤の１５歳以上３０歳未満の勤労青少年

基本目標 ５．にぎわいと活力あふれるまちづくり 生涯学習

基本目標、施策に対する貢献度 ３点　施策の達成に非常に効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 勤労青少年ホーム設置条例・規則
事業開始年度
事業期間

昭和４５年

勤労青少年ホーム管理運営事業

-541-



⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.30人
次長
課長級

補佐級 0.20人 係長級 一般職 非常勤 再任用 0.10人

Ｈ22
人工計

0.30人
次長
課長級

補佐級 0.20人 係長級 一般職 非常勤 再任用 0.10人

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

平成２３年度を最後に勤労青少年ホーム内の利用者協議会に管理運営を任せたいと考えている。

目標達成に
向けた課題、
問題点

利用者協議会と今後の活動場所の調整が難航している。

必要性 Ｄ　市が実施しなくてもよい（民間で実施）

勤労青少年の考え方、行動が多種多様になり、ホームの存在が時代に合わなくなってきたから

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

２３年度中に勤労青少年ホームは廃止する方向で検討中。

勤労青少年ホーム本来の利用者（１５歳～３０歳まで）は減ったが、年齢を問わず、ホームの運
営に理解と協力を示してくれる一般の利用者は増加している。

総合評価 Ｄ 事業の廃止を検討すべきである

財源
内訳

17,086 16,572

17,086 16,572

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

14,962 14,504 14,505

2,124 2,068
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

542

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (協働のまちづくり　　　)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

市民１人の公民館
年間平均利用回数 利用者数／市の人口

１公民館の教室・
ｻｰｸﾙ平均開設数 教室・サークル開設数／公民館数

年度

１公民館の教室・
ｻｰｸﾙ平均開設数

31回

30.8回 31.0回 年度

3.5回 3.6回 年度
市民１人の公民館
年間平均利用回数

4回

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

講座参加者数 152,418人 154,563人 160,000人

身近な公民館で生涯学習の各種講座を開講し、同時にコミュニティーの推進を図ること

将来目標値

年間利用者数 291,499人 295,420人 300,000人

講座開設数 339回 340回 350回

４点　実施中であり、ほぼ達成できる見込み

目的
（何のために）

市民の文化教養意欲を助長する

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

心豊かな生活と地域の活性化を図る

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

身近で生涯学習の機会を求める市民

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり 生涯学習

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト 協働のまちづくり

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 公民館管理設置条例、規則
事業開始年度
事業期間

昭和２９年

公民館管理運営事業

-542-



⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.70人
次長
課長級

0.10人 補佐級 0.20人 係長級 一般職 非常勤 再任用 0.40人

Ｈ22
人工計

0.65人
次長
課長級

0.05人 補佐級 0.20人 係長級 一般職 非常勤 再任用 0.40人

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

指定管理者制度の導入普及はまったく問題ないと思うが、公民館によって公民館管理運営委員会
と公民館運営審議会との関係がギクシャクしているところがある。

目標達成に
向けた課題、
問題点

指定管理者制度の導入普及はまったく問題ないと思うが、公民館によって公民館管理運
営委員会と公民館運営審議会との関係がギクシャクしているところがある。

必要性 Ｄ　市が実施しなくてもよい（民間で実施）

公民館管理運営委員会が指定管理者になって２期６年目。市が関与しなくても良い状態である。

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

館長・主事会で、「あるべき姿」を検討していきたい。

すべての公民館が指定管理者制度を導入したこと、また、社会情勢の推移を見据えて事業を行っ
ているから。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

財源
内訳

71,623 70,532

71,623 70,532

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

67,674 67,142 68,050

3,949 3,390
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

543

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

工事請負費の伸び 現年度工事請負費／前年度工事請負費×１００

実施計画との比較 工事請負費／実施計画上の事業費

年度

実施計画との比較
96％

1.0％ 51.2％ 年度

21.7％ 155.4％ 年度
工事請負費の伸び

216％

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

公民館の施設を改善すること

将来目標値

工事請負費 1,892,400円 2,940,000円 6,346,000円

実施計画上の
事業費

193,730,000円 5,700,000円 6,600,000円

－

目的
（何のために）

公民館を快適に使用してもらう

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

地域の生涯学習の拠点として整備する

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

公民館を利用する人たち

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり 生涯学習

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 公民館管理設置条例、規則
事業開始年度
事業期間

昭和２９年

公民館施設整備事業

-543-



⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.70人
次長
課長級

0.10人 補佐級 0.20人 係長級 一般職 非常勤 再任用 0.40人

Ｈ22
人工計

0.25人
次長
課長級

0.05人 補佐級 0.20人 係長級 一般職 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

形原公民館を除き、他の公民館は建設後４０年以上経過し老朽化が激しい。毎年、修理や工事な
どが必要な箇所が増えてきており、事業の進め方に大幅な改善が必要である。

目標達成に
向けた課題、
問題点

施設の老朽化

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

指定管理者制度を導入したが、市の施設だから

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

実施計画に基づく施設改善が必要である

予算の範囲内で修繕工事を行っているが、すべての公民館で老朽化が目立っており、予算の増加
は今後不可欠になる。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

財源
内訳

5,841 37,719

5,841 37,719

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

1,892 35,463 6,600

3,949 2,256
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

544

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

１校当たり
利用件数

延利用件数／開放学校数

１回当たり
利用者数

延利用者数／延利用件数

年度

１回当たり
利用者数

─ ─ ─ ─

21.8人 21.8人 年度

─

230件 230件 年度
１校当たり
利用件数

─ ─ ─

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

延利用者数 105,349人 105,363人 106,000人

学校体育施設を開放する

将来目標値

開放学校数 ２１校 ２１校 ２１校

延利用件数 4,831件 4,834件 4,900件

－

目的
（何のために）

スポーツ活動の場を提供する

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

市民の体力向上と健康増進を図る

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

スポーツ活動・交流を希望するスポーツグループ

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり スポーツ・レクリエーション

基本目標、施策に対する貢献度 ３点　施策の達成に非常に効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等
蒲郡市立学校体育施設の開放に関す
る規則

事業開始年度
事業期間

昭和５１年度

学校体育施設開放事業

-544-



⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.40人
次長
課長級

補佐級 係長級 一般職 0.30人 非常勤 0.10人 再任用

Ｈ22
人工計

0.40人
次長
課長級

補佐級 係長級 一般職 0.30人 非常勤 0.10人 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

体育館の夜間開放にあたっては照明が必要であり、利用団体は電気使用料を負担しているが、学
校の電気料予算との調整を取っていく必要がある。

目標達成に
向けた課題、
問題点

管理指導員の確保が難しくなってきている。

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

市民のスポーツ環境を確保するため、各学校の理解を得て成り立っている事業であり、市の関与
なしでは事業ができない。

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

管理指導員を配置せずに運用できる方法を検討していく。

学校と管理指導員の協力のもとスムーズな運営が出来ている。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

財源
内訳

4,579 4,565

4,579 4,565

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

2,706 2,737 2,897

1,873 1,828
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

545

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

教室参加率 参加者数／定員×１００

参加者
対前年比

現年度参加者数／前年度参加者数×１００

年度

参加者
対前年比

─ ─ ─ ─

93.1％ 101.2％ 年度

─

55.7％ 64.3％ 年度
教室参加率

─ ─ ─

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

バドミントン
教室参加者

31人 30人 60人

夏休みを利用してスポーツ教室を開催する

将来目標値

水泳教室
参加者

39人 45人 70人

すもう教室
参加者

11人 7人 20人

－

目的
（何のために）

親子の交流とスポーツの技術向上を目指す

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

青少年及び市民の健康増進を図る

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

ゆとりを持ってスポーツを楽しむ親子・市民

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり スポーツ・レクリエーション

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ─
事業開始年度
事業期間

昭和４５・４６・５１年度

スポーツ教室開設事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.40人
次長
課長級

補佐級 係長級 一般職 0.20人 非常勤 0.20人 再任用

Ｈ22
人工計

0.30人
次長
課長級

補佐級 係長級 一般職 0.10人 非常勤 0.20人 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

スポーツ教室を通して技術向上が図られ、また、参加者間の交流も図られている。

目標達成に
向けた課題、
問題点

種目により参加者数の偏りがある。
指導者は各協会に依頼しているが、平日の開催のため確保が難しくなってきている。

必要性 Ｂ　改善を加え市が実施するのが望ましい

営利目的のスポーツクラブより参加費が安価なため、スポーツ人口の底辺拡大に貢献している。

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

募集定員の再考、開催種目の見直しが必要である。

開催準備から当日の受付に至るまで職員が当たるため、職員の経費はかなり掛かっている。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

財源
内訳

1,758 1,216

1,758 1,216

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

199 214 261

1,559 1,002

-545-



平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

546

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

大会参加者
対前年比

現年度参加者数／前年度参加者数×１００

年度

年度

─

96.0％ 100.5％ 年度
大会参加者
対前年比

─ ─ ─

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

ラジオ体操
参加者数

819人 777人 800人

スポーツ少年団大会、ラジオ体操講習会、高齢者スポーツ大会等を開催する

将来目標値

スポーツ少年団
参加者数

3,542人 3,633人 3,700人

高齢者スポーツ
大会参加者数

547人 521人 550人

－

目的
（何のために）

スポーツ・交流の場を提供する

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

市民の交流と健康の増進を図る

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

青少年、高齢者等の市民

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり スポーツ・レクリエーション

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ─
事業開始年度
事業期間

昭和４９・５４・５６年度

スポーツ大会等開設事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.60人
次長
課長級

0.10人 補佐級 係長級 一般職 0.20人 非常勤 0.30人 再任用

Ｈ22
人工計

0.50人
次長
課長級

補佐級 係長級 一般職 0.20人 非常勤 0.30人 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

スポーツ少年団、高齢者等の各地区・各チーム間の大会を定期的に開催することにより、交流が
図られ健康増進にも有効である。

目標達成に
向けた課題、
問題点

駐車場が年々減ってきており、体育センターで大きな大会ができなくなりつつある。

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

市民の交流、健康増進を図る上で必要である。

効率性 Ａ　投入された予算、人工に十分見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

大会によっては駐車場の確保等の問題もあり、参加者を増やすには会場の選考、内容の
充実等の再検討が必要である。

それぞれ役員会等を開催し、事務局と事業計画を協議しながらより良い大会を目指している。

総合評価 Ａ 現在の事業の進め方で十分効果があがっている

財源
内訳

3,212 2,089

3,212 2,089

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

442 320 395

2,770 1,769
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

547

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

市民の部
増減率

前年度市民の部参加者数／現年度市民の部参加者数×１００

外国人選手
参加率

外国人選手参加者数／ＩＴＵ参加者数×１００

年度

外国人選手
参加率

─ ─ ─ ─

23.6％ 32.7％ 年度

─

150％ 167％ 年度
市民の部
対前年度比

─ ─ ─

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

ＩＴＵ外国
選手数

１３人 １８人 ７人

大会実行委員会に補助金を交付し、トライアスロン競技を開催・支援する

将来目標値

市民の部
参加者数

６人 １０人 １０人

ＩＴＵ参加者数 ５５人 ５５人 ６１人

－

目的
（何のために）

トライアスロン競技人口の増加と国際交流を図る

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

市民の部参加者の増加による競技人口の底辺拡大

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

トライアスロン競技に参加する選手と一流選手の競技の観戦を望む市民

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり スポーツ・レクリエーション

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ─
事業開始年度
事業期間

平成元年度

ＩＴＵトライアスロン＆オレンジトライアスロン開催事業

-547-



⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.40人
次長
課長級

0.30人 補佐級 係長級 一般職 0.10人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.25人
次長
課長級

0.15人 補佐級 係長級 一般職 0.10人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

依頼された場合に開催場所の提供のみにすべきである。

目標達成に
向けた課題、
問題点

市民からの要望が少なく、協力する団体もないことから目標の達成は困難である。

必要性 Ｄ　市が実施しなくてもよい（民間で実施）

オレンジは平成元年、ＩＴＵは平成７年度のワールドカップ以降継続して開催してきたが、蒲郡
市のトライアスロン人口は少なく、トライアスロン協会も未設立で市民からの開催要望もほとん
どない。
市の補助金を支出してまで支援し実施すべき事業とは考えにくい。

効率性 Ｃ　投入された予算、人工に対して見合った成果があまりない

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

財政的支援を取りやめ、要望があった場合に会場の提供のみにとどめる。
外部評価では宿泊客等があり地域産業に対してはメリットがあり、担当課のみではなく
全庁的な取り組みとして運営してはとの意見がある。

２００５年に開催した世界選手権大会のような盛り上がりはなく、大会運営ボランティアの確保
にも苦労している。市民の参加選手は若干増えてきてはいるが、費用対効果は低い。

総合評価 Ｃ 事業の計画、内容及び規模等の改善、縮小の検討が必要である

財源
内訳

0 0

9,179 7,647

9,179 7,647

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

5,700 5,700 5,700

3,479 1,947
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

548

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

参加者数の
対前年比

現年度参加者数／前年度参加者数×１００

補助率 補助金／大会経費×１００

年度

─

12.4％ 8.9％ 年度
補助率

─ ─ ─

─

113.0％ 65.6％ 年度
参加者数の
対前年比

─ ─ ─

平成21年度 平成22年度 平成23年度

大会開催費 7,276,092円 5,649,437円 5,675,000円

将来目標値指標名

補助金額 900,000円 500,000円 500,000円

１０kmの部
出場者数

2,091人 1,548人 1,500人

車椅子ランナーを含む多くの人々が出場できるマラソン大会を開催する

５kmの部
出場者数

609人 ─ ─

３kmの部
出場者数

2,590人 1,921人 2,500人

－

目的
（何のために）

外出不足の厳冬期の体力向上

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

活気あふれる地域を創造する

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

マラソンランナー及び子どもを含めた市民

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり スポーツ・レクリエーション

基本目標、施策に対する貢献度 ３点　施策の達成に非常に効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ─
事業開始年度
事業期間

昭和５９年度

三河湾健康マラソン大会開催事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.80人
次長
課長級

0.20人 補佐級 係長級 一般職 0.50人 非常勤 0.10人 再任用

Ｈ22
人工計

0.55人
次長
課長級

0.15人 補佐級 係長級 一般職 0.30人 非常勤 0.10人 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

年々変わる参加者のニーズに合わせた大会が運営出来ている。

目標達成に
向けた課題、
問題点

独自性の欠ける大会になりつつある。蒲郡らしさをいかに出していくかが今後の課題で
ある。

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

新聞社への主催依頼、警察との道路使用許可等の協議もあり、市が実施するのが適当である。

効率性 Ａ　投入された予算、人工に十分見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

体育関係団体にとどまらず、観光や産業振興団体など横のつながりを意識し独自性のあ
る大会運営を目指していく。平成22年度に抜本的な運営変更を行い課題に取り組んだ。
今後さらに強化していく。

郵便振替・ネット申込みの導入、会場設営業務・計測業務の委託など限られた予算内で事務を簡
略化している。

総合評価 Ａ 現在の事業の進め方で十分効果があがっている

財源
内訳

5,821 3,745

5,821 3,745

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

900 500 500

4,921 3,245
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

549

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

年度

入場者率 入場者数／定員（内野席：4,700人）×１００

年度

入場者１人
当たり経費

事業費／入場者数

382円 年度
入場者１人
当たり経費

─ ─ ─

74.5％ 95.7％

─

491円

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度 将来目標値

入場者率
─ ─ ─ ─

開催委託料 1,269,550円 1,269,550円 ─　　円

開催負担金 450,000円 450,000円 1,670,000円

ウエスタンリーグ公式戦を誘致開催する

入場料総額 1,127,000円 1,395,100円 ─　　円

入場者数 3,500人 4,500人 ─　　人

－

目的
（何のために）

プロの試合を間近で観戦し醍醐味を肌で感じる

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

市民サービスとスポーツの振興を図る

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

プロ野球に関心のある市民

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり スポーツ・レクリエーション

基本目標、施策に対する貢献度 ３点　施策の達成に非常に効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ─
事業開始年度
事業期間

昭和５３年度

プロ野球ウエスタンリーグ公式戦開催事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.20人
次長
課長級

0.10人 補佐級 係長級 一般職 0.10人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.25人
次長
課長級

0.05人 補佐級 係長級 一般職 0.10人 非常勤 0.10人 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

目標達成に
向けた課題、
問題点

ここ２、３年入場者数が増えてきているが、それまでは周知不足もあり認知度が低かっ
たため、入場者数が少なかった。年に１度の機会であるのでより多くの方に来場いただ
くようにする。

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

既存の広報媒体だけではなく、中日新聞社や球団と相談・協力し、新たな広報手法を取
り入れたり、工夫し効果が出てきている。次回大会以降もよりよい大会にするため事務
の簡素化と広報手法を検討していく。

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

プロ野球に興味のある市民が間近で本物の試合を誘致すること、また、そのための中日新聞社と
の折衝を行うには公の機関の力が必要となる。

効率性 Ａ　投入された予算、人工に十分見合った成果をあげている

プロ野球に興味のある市民のために年に１度、間近で本物の試合を提供することは必要である。

実行委員会で運営しているので、必要コストは低く経済効率性は高い。

総合評価 Ａ 現在の事業の進め方で十分効果があがっている

財源
内訳

3,244 2,959

人件費
を含む
事業費

1,720 1,720 1,720

1,524 1,239

3,244 2,959

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

550

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

開催日数当たり
参加者数

参加者数／開催日数

年度

年度

─

108人 115人 年度
開催日数当たり
参加者数

─ ─ ─

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

軽スポーツ
広場開催地区

６地区 ７地区 ７地区

軽スポーツ広場等の事業を行う

将来目標値

軽スポーツ
広場開催日数

２３日 ２８日 ２８日

軽スポーツ
広場参加者数

2,474人 3,220人 3,300人

－

目的
（何のために）

市のスポーツ推進に係る体制の整備

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

市民の健やかな心身と心の育成を図る

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

体育指導委員を委嘱し

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり スポーツ・レクリエーション

基本目標、施策に対する貢献度 ３点　施策の達成に非常に効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 蒲郡市体育指導委員に関する規則
事業開始年度
事業期間

昭和３６年度

体育指導委員会活動事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.10人
次長
課長級

0.10人 補佐級 係長級 一般職 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.15人
次長
課長級

補佐級 係長級 一般職 0.15人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

地区の活動などで活躍しているが、蒲郡市体育指導委員会としての独自の事業が少なく小規模で
ある。

目標達成に
向けた課題、
問題点

スポーツ基本法の改正により、体育指導委員の立場が変わってくる。また、活動内容も
変えていく必要がある。

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

法律で定められたスポーツの推進整備のための制度である。

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

委員への報酬については現在年額（定額）により支払っているが、委員により会議・行
事への参加回数に開きがあるため、報酬の支払い方法の検討が必要である。
また、スポーツ基本法の制定により、規則の改正が必要となる。

軽スポーツ広場を開催していない地区もあり、地区によりスポーツに対する意識の差が生じてい
る。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

財源
内訳

2,799 2,220

2,799 2,220

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

1,822 1,424 2,012

977 796
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

551

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

加盟者１人当たり
補助金額 補助金額／加盟者数

補助率 補助金額／補助対象事業費×１００

年度

補助率
─ ─ ─ ─

61.5％ 63.5％ 年度

─

1,121円 1,144円 年度
加盟者１人当たり

補助金額

─ ─ ─

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

補助金額 6,600,000円 6,600,000円 7,200,000円

市民総合体育大会、各種スポーツ教室開催等の活動に対し補助金を交付する

将来目標値

団体・加盟者数 27団体　　5,889人 27団体　　5,769人 27団体　　6,000人

補助対象事業費 10,726,495円 10,385,981円 11,825,000円

－

目的
（何のために）

市民の体力向上・健康維持

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

各種競技のレベルの向上と活動の活性化を図る

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

蒲郡市体育協会

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり スポーツ・レクリエーション

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ─
事業開始年度
事業期間

昭和２９年度

体育協会活動事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.40人
次長
課長級

0.20人 補佐級 係長級 一般職 0.20人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.20人
次長
課長級

0.05人 補佐級 係長級 一般職 0.15人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

協会が自立して組織運営をすることが望まれる。

目標達成に
向けた課題、
問題点

体育協会事務局員の雇用及びそのための支援が必要である。

必要性 Ｂ　改善を加え市が実施するのが望ましい

体育協会は、市民の健康増進・維持に重要な役割を果たしているスポーツの受け皿となってお
り、必要な組織で市からの一定の支援は必要である。

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

平成２３年度から体育協会事務局職員を確保し、市職員の負担を軽減したが、過渡期の
ためまだ市職員の援助が必要であるが、徐々に完全移行を目指していく。

協会運営において市職員の事務負担が大きくなっている。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

財源
内訳

9,648 7,869

9,648 7,869

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

6,600 6,600 7,200

3,048 1,269
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

552

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

加盟者１人当た
り補助金額

補助金額／加盟者数

補助率 補助金額／補助対象事業費×１００

年度

補助率
─ ─ ─ ─

66.8% 52.5% 年度

─

2,761円 2,471円 年度
加盟者１人当た
り補助金額

─ ─ ─

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

補助金額 450,000円 420,000円 420,000円

市民レクリエーション大会等の活動に対し補助金を交付する

将来目標値

団体・加盟者数 ３団体　　１６３人 ３団体　　１７０人 ３団体　　１７０人

補助対象事業費 673,709円 799,800円 800,000円

－

目的
（何のために）

余暇の有効活用

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

健全なる生活習慣の高揚を図る

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

蒲郡市レクリエーション協会

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり スポーツ・レクリエーション

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ─
事業開始年度
事業期間

昭和４４年度

レクリエーション協会活動事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.40人
次長
課長級

0.10人 補佐級 係長級 一般職 非常勤 0.30人 再任用

Ｈ22
人工計

0.20人
次長
課長級

補佐級 係長級 一般職 非常勤 0.20人 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

市の支援はある程度必要であるが、自立して独自に組織運営していくことが望まれる。

目標達成に
向けた課題、
問題点

自立した組織運営をしていくことが望まれる。
若年層の会員の確保を積極的に行っていく必要がある。

必要性 Ｂ　改善を加え市が実施するのが望ましい

レクリエーション協会は、余暇活動を有効利用する組織として重要な役割を果たしており、市か
らの一定の援助は必要である。

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

文化的要素もあるため、文化協会との統合を含め組織運営の強化を図ることが望まれ
る。

市が事務局になっていることから、すべてのイベントに関して市が支援している。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

財源
内訳

2,127 891

2,127 891

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

450 420 420

1,677 471
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

553

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

１事業当たり
参加者数

本部事業延参加者数／団員数

団員数
対前年度比

現年度団員数／前年度団員数

年度

団員数
対前年度比

─ ─ ─ ─

99.7％ 111.1％ 年度

─

1,042人 1,034人 年度
１事業当たり
参加者数

─ ─ ─

平成21年度 平成22年度 平成23年度

種 目 9種目 9種目 9種目

将来目標値指標名

本部事業
延参加者数

5,210人 5,169人 5,200人

本部事業回数 5回 5回 6回

スポーツ少年団活動を支援する

団員数 712人 791人 830人

団 数 19団 20団 21団

－

目的
（何のために）

スポーツをする喜びを知り、地域活動に貢献する

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

青少年の健全な身体と心を育てる

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

スポーツ活動する青少年に

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり スポーツ・レクリエーション

基本目標、施策に対する貢献度 ３点　施策の達成に非常に効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ─
事業開始年度
事業期間

昭和４９年度

スポーツ少年団活動事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.30人
次長
課長級

0.10人 補佐級 係長級 一般職 0.20人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.15人
次長
課長級

0.05人 補佐級 係長級 一般職 0.10人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

事業の進め方は特に問題はないが、団員はスポーツ少年団活動のほか地域の活動など多くのイベ
ントに関わるため、日程の調節が難しくなってきている。

目標達成に
向けた課題、
問題点

結成当時とほぼ同様の本部事業を開催してきている。よい伝統が保たれる反面、マンネ
リ化してきている。
併せて体育センターの駐車場が少なくなってきているため、本部事業を開催する会場の
変更を検討していく必要がある。

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

青少年に対しスポーツ技術の向上と健全な身体と心を育てるために、市の支援が必要である。

効率性 Ａ　投入された予算、人工に十分見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

時代背景にあった事業内容を検討していく必要がある。

市が事務局となっているが、本部事業については各役員からなる実行委員会で運営されているた
め効率性は高い。

総合評価 Ａ 現在の事業の進め方で十分効果があがっている

財源
内訳

2,251 1,192

2,251 1,192

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

180 189 252

2,071 1,003
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

554

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

年度

順位 市の部における順位

年度

ふるさと市
への参加

地域の魅力や特産品の紹介・販売ブースへの参加

不参加 年度
ふるさと市
への参加

─ ─ 参加

19位 14位

参加

不参加

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度 将来目標値

順　位
─ ─ 10位 ─

順　位 １９位 １４位 １０位

ふるさと市
への参加

不参加 不参加 参加

市町村対抗駅伝競走大会に参加する

参加チーム数
（全体）

６０チーム ５８チーム ５７チーム

参加チーム数
（市の部）

３５チーム ３７チーム ３７チーム

－

目的
（何のために）

スポーツを通して県内市町村の交流を図る

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

県民スポーツの振興と郷土意識の高揚

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

市内のトップアスリート

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり スポーツ・レクリエーション

基本目標、施策に対する貢献度 ３点　施策の達成に非常に効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ─
事業開始年度
事業期間

平成１８年度

市町村対抗駅伝競走参加事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.20人
次長
課長級

0.10人 補佐級 係長級 一般職 0.10人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.10人
次長
課長級

補佐級 係長級 一般職 0.10人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

目標達成に
向けた課題、
問題点

会場には各市町村が特設ブースを儲け、特産品の展示・販売を行っているが、蒲郡市は
これまで参加してこなかった。（平成２２年度は２７市町村が参加）

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

新しい選手の発掘はもちろんであるが、併せて特産品のPRをする上で非常に良い機会で
あるため、平成２３年度からは関係部署に働きかけ参加者を募る。

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

愛地球博の理念を次の世代へ語り継ぐメモリアルレースとして、万博の翌年から開催された。県
内市町村の代表が集う大会であり、市が実施すべきである。

効率性 Ａ　投入された予算、人工に十分見合った成果をあげている

過去５回開催されてきたが冬のイベントとして定着しつつある。

陸上競技協会が選手選考から練習の設定等運営しており、十分に成果をあげている。

総合評価 Ａ 現在の事業の進め方で十分効果があがっている

財源
内訳

1,756 900

人件費
を含む
事業費

232 369 400

1,524 531

1,756 900

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

-554-



平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

555

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

年度

利用者
対前年度比 現年度利用者数／前年度利用者数×１００

年度

利用者１人
当たり事業費 維持管理費／利用者数

353円 年度
利用者１人
当たり事業費

─ ─ ─

91.7％ 107.1％

─

381円

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度 将来目標値

利用者
対前年度比

─ ─ ─ ─

施設数 7施設 7施設 7施設

施設数
（運動広場）

19施設 18施設 18施設

スポーツのできる良好な環境を整える

施設利用者数 78,311人 83,836人 85,000人

維持管理費 29,850千円 29,607千円 30,920千円

－

目的
（何のために）

屋外スポーツを楽しむ

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

運動不足の解消と生活習慣病の予防を図る

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

市民のために

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり スポーツ・レクリエーション

基本目標、施策に対する貢献度 ３点　施策の達成に非常に効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等
蒲郡市野外運動施設の設置及び管理
に関する条例

事業開始年度
事業期間

昭和４３年度

野外運動施設維持管理事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.20人
次長
課長級

0.20人 補佐級 係長級 一般職 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.30人
次長
課長級

0.30人 補佐級 係長級 一般職 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

目標達成に
向けた課題、
問題点

老朽化に伴う施設整備の必要性がある。また、地区運動広場については利用状況の把握
が必要である。

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

限りある予算の中で、優先順位等を考慮し施設の整備・改修していく。また、地区運動
広場については、利用状況等を把握しながら存続も含め効果が上がる運営を目指す。

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

スポーツの普及・振興、健康増進を進める上でスポーツ施設の整備は市の責務である。

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

利用頻度の高い施設は効果をあげていると考えられるが、利用頻度の少ない運動広場等について
は、存続の検討が必要である。

グラウンド、多目的広場、地区運動広場は利用者も多い。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

財源
内訳

31,805 32,440

人件費
を含む
事業費

29,850 29,607 30,920

1,955 2,833

31,805 32,440

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

556

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

年度

体育施設費における施設
整備事業費の割合 施設整備事業／体育施設費×１００

年度

施設整備事業費

13,560,750円 年度
施設整備事業費

─ ─ ─

4.1％ 8.7％

─

5,845,560円

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度 将来目標値

体育施設費における施設
整備事業費の割合

─ ─ ─ ─

発注件数 修繕３件　　工事４件 修繕３件　　工事７件 修繕１０件　　工事３件

体育施設費 144,044,519円 155,986,295円 132,166,000円

施設建設・維持補修等を行う

工事請負費 4,853,100円 10,573,500円 3,000,000円

修繕料 992,460円 2,987,250円 4,000,000円

－

目的
（何のために）

安全かつ快適に利用する

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

スポーツ施設の整備を図る

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

社会体育施設・運動広場等を利用する、市民・アスリート

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり スポーツ・レクリエーション

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ─
事業開始年度
事業期間

昭和２９年度

施設整備事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.20人
次長
課長級

0.20人 補佐級 係長級 一般職 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.25人
次長
課長級

0.25人 補佐級 係長級 一般職 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

目標達成に
向けた課題、
問題点

利用者や指定管理者からの要望にも一部しか対応できていないのが現状で、優先順位・
補助金の確保等の把握が必要である。

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

施設の現状を洗い出し、施設整備計画を作成する必要がある。

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

体育施設の整備を含む維持管理については、指定管理者に維持管理を任せている施設と、市が直
接管理している施設がある。小規模な修繕については指定管理者が行っているが、大規模修繕及
び整備工事は市の責務である。

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

体育施設は全体的に老朽化しており、現在行っている部分的な補修では対応できなく、全面的な
改修が必要となってきているが、現在の財政状況では費用の確保が困難である。

予算の範囲内で状況に応じた修繕等の対応をしている。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

財源
内訳

7,801 15,922

人件費
を含む
事業費

5,846 13,561 7,000

1,955 2,361

7,801 15,922

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

557

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

年度

利用者１人
当たりの経費

事業費／利用者総数

年度

利用者数
対前年比

現年度利用者数／前年度利用者数×１００

88.8％ 年度
利用者数
対前年比

─ ─ ─

431円 478円

─

107.4％

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度 将来目標値

利用者１人
当たりの経費

─ ─ ─ ─

その他
利用者数

3,545人 2,488人 2,500人

事業費 2,376,029円 2,338,956円 3,095,000円

さがらの森を適切に維持管理する

宿泊キャンプ
利用者数

529人 415人 500人

デイキャンプ
利用者数

1,436人 1,992人 2,000人

－

目的
（何のために）

自然とのふれあいの場を提供する

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

貴重な里山であるさがらの森を守っていく

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

ハイキングやキャンプ等のアウトドアライフの愛好家

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり スポーツ・レクリエーション

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等 ─
事業開始年度
事業期間

平成１５年度

さがらの森管理事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.10人
次長
課長級

0.10人 補佐級 係長級 一般職 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.10人
次長
課長級

0.10人 補佐級 係長級 一般職 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

目標達成に
向けた課題、
問題点

現在、施設の開錠・施錠、遊歩道の整備等の管理を団体に委託している。自主的に里山
保存のために様々な業務をしているが、管理の範囲が明確になっていない部分もある。

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

管理範囲の明確化、貴重植物の保存方法の検討

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

愛知県が管理運営していた施設を形態を変え蒲郡市が無償で借り受けたものであり、里山の保護
のために必要である。

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

キャンプ、ハイキング等のレクリエーション施設として、また貴重な植物等が存在する里山とし
て価値の高い施設であるが、管理方法については改善の余地がある。

草刈、清掃等の維持管理が主体となっており、環境整備のためには予算の増額が必要である。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

財源
内訳

3,353 3,283

人件費
を含む
事業費

2,376 2,339 3,095

977 944

3,353 3,283

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

558

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

利用者数
対前年度比

現年度利用者数／前年度利用者数×１００

年度

年度

─

98.5％ 99.0％ 年度
利用者数
対前年度比

─ ─ ─

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

指定管理者制度を利用

将来目標値

委託料 50,400,000円 55,125,000円 55,125,000円

利用者数 235,754人 233,371人 240,000人

－

目的
（何のために）

市民体育センター等の体育施設の維持管理

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

利用者の安全利用と適正な施設運営を遂行する

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

指定管理者

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり スポーツ・レクリエーション

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等
蒲郡市公の施設の指定管理者の指定
の手続等に関する条例

事業開始年度
事業期間

平成１９年度

施設維持管理事業（指定管理、市民体育センター等）
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.20人
次長
課長級

0.10人 補佐級 係長級 一般職 0.10人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.20人
次長
課長級

0.10人 補佐級 係長級 一般職 0.10人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

指定管理者制度を導入した当初は利用者に煩雑さを感じさせたことも多くあったが、５年経ち利
用者にも理解を得ている。

目標達成に
向けた課題、
問題点

施設の老朽化がひどく、利用者に迷惑をかけるようになってきている。

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

スポーツの普及・振興、市民の健康増進を図るためのスポーツ施設の維持管理は市の責務であ
る。

効率性 Ａ　投入された予算、人工に十分見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

建て替えを含めた計画的な改修が必要である。

経費節減に向けた経営をしており、効率的に運営している。

総合評価 Ａ 現在の事業の進め方で十分効果があがっている

財源
内訳

51,924 56,600

51,924 56,600

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

50,400 55,125 55,125

1,524 1,475
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

559

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

利用者数
対前年度比

現年度利用者数／前年度利用者数×１００

年度

年度

─

109.8％ 86.3％ 年度
利用者数
対前年度比

─ ─ ─

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

指定管理者制度を利用

将来目標値

委託料 17,640,000円 17,540,000円 17,540,000円

利用者数 38,074人 32,840人 35,000人

－

目的
（何のために）

公園グラウンドの維持管理

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

利用者の安全利用と適正な施設運営を遂行する

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

指定管理者

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり スポーツ・レクリエーション

基本目標、施策に対する貢献度 ３点　施策の達成に非常に効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等
蒲郡市公の施設の指定管理者の指定
の手続等に関する条例

事業開始年度
事業期間

平成１８年度

施設維持管理事業（指定管理、公園グラウンド）
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.20人
次長
課長級

0.10人 補佐級 係長級 一般職 0.10人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.20人
次長
課長級

0.10人 補佐級 係長級 一般職 0.10人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

指定管理者制度を導入し、施設の維持管理の細かいところまで管理が行き届くようになってきて
いる。

目標達成に
向けた課題、
問題点

平成22年度に野球場の大幅な修繕工事を行ったが、施設の老朽化が目立つようになって
きている。

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

スポーツの普及・振興、市民の健康増進を図るためのスポーツ施設の維持管理は市の責務であ
る。

効率性 Ａ　投入された予算、人工に十分見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

数年は小規模修繕で対応できると思われるが、将来を見据え計画的な改修工事を検討し
ていく必要がある。

小規模な修繕は管理者が行うなど経費節減に努めている。

総合評価 Ａ 現在の事業の進め方で十分効果があがっている

財源
内訳

19,164 19,015

19,164 19,015

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

17,640 17,540 17,540

1,524 1,475
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

560

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

利用者数
対前年度比

現年度利用者数／前年度利用者数×１００

年度

年度

─

102.1％ 81.5％ 年度
利用者数
対前年度比

─ ─ ─

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

指定管理者制度を利用

将来目標値

委託料 9,791,000円 9,791,000円 9,791,000円

利用者数 33,441人 27,260人 30,000人

－

目的
（何のために）

文化広場の維持管理

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

利用者の安全利用と適正な施設運営を遂行する

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

指定管理者

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり スポーツ・レクリエーション

基本目標、施策に対する貢献度 ３点　施策の達成に非常に効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等
蒲郡市公の施設の指定管理者の指定
の手続等に関する条例

事業開始年度
事業期間

平成１８年度

施設維持管理事業（指定管理、文化広場）
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.20人
次長
課長級

0.10人 補佐級 係長級 一般職 0.10人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.20人
次長
課長級

0.10人 補佐級 係長級 一般職 0.10人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

指定管理者制度を導入し、管理者に権限を与えることで施設にあった運営が出来ている。

目標達成に
向けた課題、
問題点

利用者の増加に向けた自主事業を行うなど工夫することが望まれる。

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

スポーツの普及・振興、市民の健康増進を図るため、また、地区住民の余暇利用のために施設の
維持管理は市の責務である。

効率性 Ａ　投入された予算、人工に十分見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

自主事業を行うよう管理者に促していく。

指定管理料の中で計画的に修繕を行い、経費節減を図るなど効率的な運営が出来ている。

総合評価 Ａ 現在の事業の進め方で十分効果があがっている

財源
内訳

11,315 11,266

11,315 11,266

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

9,791 9,791 9,791

1,524 1,475
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

561

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

利用者数
対前年度比

現年度利用者数／前年度利用者数×１００

年度

年度

─

90.1％ 108.2％ 年度
利用者数
対前年度比

─ ─ ─

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

指定管理者制度を利用

将来目標値

委託料 21,816,500円 21,816,500円 ─

利用者数 25,124人 26,934人 ─

－

目的
（何のために）

市民プールの維持管理

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

利用者の安全利用と適正な施設運営を遂行する

そのための
手段
（手法）

対象(受益者)
（誰・何を）

指定管理者

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり スポーツ・レクリエーション

基本目標、施策に対する貢献度 ３点　施策の達成に非常に効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況

教育委員会　文化ｽﾎﾟｰﾂ課 3405

事務事業名

根拠法令等
蒲郡市公の施設の指定管理者の指定
の手続等に関する条例

事業開始年度
事業期間

平成１８年度

施設維持管理事業（指定管理、市民プール）
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.20人
次長
課長級

0.10人 補佐級 係長級 一般職 0.10人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.20人
次長
課長級

0.10人 補佐級 係長級 一般職 0.10人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

指定管理者制度を導入し、施設の維持管理の細かいところまで管理が行き届くようになってきて
いる。

目標達成に
向けた課題、
問題点

流水プールからの漏水があり、これまで何度も修繕してきたが漏水が止まらず、原因も
特定できない。このような状態で継続することは利用者の事故の発生も危惧される。
原因を特定するには地下の状態を調査する必要があり、また、給水管、排水管等の大規
模な改修も必要となり、費用も莫大なものとなる。

0

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

スポーツの普及・振興、市民の健康増進を図るため、施設の維持管理は市の責務である。

効率性 Ａ　投入された予算、人工に十分見合った成果をあげている

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

継続運営は困難と判断し、平成２３年３月３１日で廃止した。

漏水による水量調整を含め経費節減を図るなど効率的な運営ができている。

総合評価 Ａ 現在の事業の進め方で十分効果があがっている

財源
内訳

24,341 24,292

24,341 24,292

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

22,817 22,817 ─

1,524 1,475
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